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市道認定基準に関する要綱
平成18年３月20日
制定
（趣旨）
第１条　この要綱は、地域の安全かつ円滑な交通の確保及び沿道の生活環境の保全並びに町づくりを図るため、私道等の市道への認定について、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において「市道」とは、道路法（昭和27年法律第180号）第２条に規定する道路で岩国市が将来にわたって維持管理を行うものをいう。
（認定の基準）
第３条　市道に認定する道路は、法令その他特別の定めのある場合を除き、路線が系統的で一般交通上必要な路線であり、かつ、次の各号のいずれかに該当するものとする。
(１)　道路の起・終点が共に国道、県道又は市道のいずれかに接続し、適正な網状を形成する道路
(２)　国道、県道又は市道のいずれかから重要な公共施設に接続する道路
(３)　集落（おおむね５戸以上）と集落や国、県又は市道を結ぶ道路
(４)　国道又は県道の廃止に伴い、市道として存置する必要のある道路
(５)　県公安委員会が指定した自転車歩行者専用道路
(６)　都市計画法（昭和43年法律第100号）又は土地区画整理法（昭和29年法律第119号）の規定に基づき施行される道路
(７)　前各号に掲げるもののほか、公共的又は公益的見地から市長が特に重要と認める道路
（認定の要件）
第４条　前条の基準により認定しようとする道路は、次に掲げる要件を備えていなければならない。
(１)　道路の有効幅員が原則として４メートル以上（自転車歩行者専用道路については３メートル以上）であること。
(２)　道路の構造が、交通上支障のないものであること。
(３)　道路占用物件及びその配置等が法令等に適合していること。
(４)　道路の線形及び縦断こう配が、交通上支障のないもので、原則として道路構造令（昭和45年政令第320号）に適合するもの。ただし、市長が地形の状況、地域の現況等によりやむを得ないと認める場合は、この限りでない。
(５)　道路の敷地が分筆され、かつ、速やかに市に所有権が移転できるものであること。
(６)　道路の敷地の境界には、隣接土地所有者との間に紛争が生じないようコンクリートくい等が建植されているものであること。
(７)　道路に必要とされる側溝等排水施設が設けてあるものであること。
(８)　前各号に掲げるもののほか、公共的又は公益的見地、更には将来的な見地から市長が特に必要と認める道路については、この限りでない。
（認定の申請）
第５条　市道の認定を受けようとする者は、市道認定申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
(１)　位置図
(２)　平面図
(３)　実測求積図
(４)　公図
(５)　道路附属物及び占用物件表示図（地下埋設物については断面図）
(６)　所有権移転に必要である関連書類
(７)　土地境界確認書（様式第２号）
(８)　前各号に掲げるもののほか、市長から指示された書類
（その他）
第６条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成18年３月20日から施行する。
（経過措置）
２　この要綱の施行日の前日までに、合併前の市道認定基準に関する要綱（平成元年４月１日岩国市制定）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この要綱によりなされたものとみなす。
様式第１号
（第５条関係）
様式第２号
（第５条関係）
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